
（様式２） ４月契約分（追加分）

健康福祉部

契約の名称又は商品・数量等 契約日
契約の相手先の
名称及び所在地

契約金額（円）
地方自治法施行令

の適用条項
所管部課（地方機関）

の名称
随意契約
とした理由

備考

農業等との連携による自立支援モデル事業
業務委託契約

H28.4.1
松江市長　松浦　正敬
松江市末次町86番地

3,640,000 第167条の2第1項第2号 青少年家庭課

本事業は、困難を有する子ども・若者の自立支援についての理解、ノウ
ハウ、実績を有する「子ども・若者総合相談センター」を設置する市に委
託するが、松江市が設置する「子ども・若者総合相談センター」は、近年
の対人・社会問題（就労関係を中心とした問題）に関する相談件数が県
内で最も多いことから、設置者の松江市に本事業を委託することが適
当であるため。

農業等との連携による自立支援モデル事業
業務委託契約

H28.4.1
益田市長　山本　浩章
益田市常盤町1番1号

3,399,000 第167条の2第1項第2号 青少年家庭課

本事業は、困難を有する子ども・若者の自立支援についての理解、ノウ
ハウ、実績を有する「子ども・若者総合相談センター」を設置する市に委
託するが、益田市が設置する「子ども・若者総合相談センター」は、近年
の対人・社会問題（就労関係を中心とした問題）に関する相談件数が県
西部で最も多いことから、設置者の益田市に本事業を委託することが
適当であるため。

随意契約の結果の公表
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（様式２） ４月契約分(追加分）

健康福祉部

契約の名称又は商品・数量等 契約日
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名称及び所在地

契約金額（円）
地方自治法施行令

の適用条項
所管部課（地方機関）

の名称
随意契約
とした理由

備考

平成28年度食品衛生法に基づ
く収去検査業務

H28.4.1
(公財)島根県環境保健公社
松江市古志原町１丁目４－６

10,295,100 第167条の2第1項第2号 薬事衛生課

　左記法人は、食品衛生法第33条により登録された検査機関で、
食品中の汚染物質や貝毒、同法第１１条第１項により定められた
食品の成分規格など、県内の登録検査機関中で最も幅広い検査
項目に対応できる体制が整っており、試験検査に関して多くの実
績がある。また、松江市の本社に加え浜田支所を持ち、県内各保
健所の検体を定期的に回収しており、当事業における収去食品
の輸送面においても全県下をカバーする体制が整っている。
　食品の試験は定期的に実施する収去検査の外、食中毒等の事
故発生時や違反食品の流通等、緊急的に行う検査もあり、速や
かに対応し試験結果を得るためには、県内に所在していることが
不可欠である。さらに、委託業務に係る協議・調整を綿密に行うこ
とや、委託業務の監査等も容易に実施することができる。
　以上の条件を備えた委託先は左記の者以外にない。

平成28年度食肉中の残留動
物用医薬品検査業務

H28.4.26
（株）エフイーエーシー
出雲市湖陵町板津１

2,203,200 第167条の2第1項第2号 薬事衛生課

左記会社は、食品衛生法第33条により登録された検査機関で、
食品中の残留有害物質や同法第１１条第１項により定められた
食品の成分規格など、幅広い項目の理化学検査に対応できる体
制が整っており、同法第26条第３項による国の命令検査等多くの
実績がある。
左記会社の検査施設は、大田市の食肉衛生検査所から10数
kmの範囲にあり、国内の登録検査機関の中で最も同検査所に近
い場所にある。
このため、検体輸送が比較的容易にできるだけでなく、残留の
疑いがある食肉を緊急的に検査したい場合に、他の検査機関に
委託するよりも早く検査結果が得られ、迅速な措置が可能にな
る。県内には収去検査業務の委託先であるもう１つの登録検査
機関が存在するが、危機管理の上で複数の登録検査機関に委
託できる体制が必要であることに加え、「島根県中小企業・小規
模企業振興条例」に基づき、県内中小企業の振興及び育成を図
るためにも、これまで発注を行わなかった県内の登録検査機関に
受注機会を確保する必要がある。
　以上の条件を備えた委託先は左記の者以外にない。

随意契約の結果の公表
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